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災害時支援物資提供力等強化事業
予算額 3 億 7,376 万円

平成 29 年第 1 回定例会が、2 月 27 日から 3 月 24 日まで 26 日間の会期で開催され、平成 29 年度の
予算をはじめ条例その他議案が可決されました。平成 29 年度の県予算は一般会計が 1 兆 1,119 億 6,600 
万円（対前年度当初比−0.8％）。本年度の歳出規模が−0.8% となったのは、東日本大震災復興緊急融資の
残高が減少したことが要因です。新規の事業を中心にその一部を紹介します。また、今回初めて議員提案に
よる増額修正が可決されました。

災害発生時において、各避難所における支援

物資ニーズを正確に把握するため、タブレッ

ト端末等を活用したシステムを構築するとと

もに、ドローンの活用などにより災害情報収

集力の強化を図ります。

本県独自の少人数教育を段階的に拡充し（平

成29年：中学2年生、平成30年：中学3

年生）、県内の全公立小中学校等で、「わかりや

すく楽しい授業づくり」や「児童生徒に寄り

添ったきめ細やかな指導」の充実を図ります。

平成31年に本県で開催する第74回国民

体育大会に向けて、強化指定制度や社会人選

手雇用推進プロジェクト、スーパーアドバイ

ザー招へいなど計画的な選手強化に取り組

み、本県選手の競技力の向上を図ります。

少人数教育充実プラン推進事業
予算額 2 億 9,737 万円

元気いばらき選手育成強化事業
予算額 5 億 5,907 万円

戦略分野雇用創造促進事業
予算額 2 億 4,493 万円

離職者および非正規雇用の在職者を対象に、

実務研修等を通して、成長産業5分野（次世

代自動車、環境・新エネルギー、健康・医療

機器、食品、次世代技術）を含む製造業及び

情報通信業への正規雇用を促進します。

新たな系統豚を活用したブランド豚肉の生

産を推進するための供給体制整備（安定供

給のための養豚研究所の施設整備）とブラ

ンド豚肉確立（生産基準づくり、事前 PR

の実施等）に向けた検討やPRを実施します。

茨城空港の旅客の利便性向上を図るため、可

動式エプロンルーフを整備します。また、さ

らなる利用促進に取り組み就航路線の定着を

図るとともに、増大する訪日需要を好機と捉

え、新規路線の開設を目指します。

ブランド豚肉生産拡大事業
予算額 4 億 6,997 万円

空港就航対策利用促進事業
予算額 6 億 2,133 万円

不妊治療費助成事業
予算額 5 億 7,666 万円

保険外診療で治療費が高額となる特定不妊治

療（体外受精・顕微授精）および男性不妊治

療について、平成29年10月より、県独自

の補助を現行の国制度に上乗せし、経済的負

担の軽減を図ります。

保育所、小規模保健事業所等の運営に要す

る費用を支援します。内容は勤務する全職

員を対象とする処遇改善で、負担割合は国

が1/2、県と市町村がそれぞれ1/4で、対

象施設は541ヶ所となります。

県内医師不足地域の医療機関等で将来勤務す

ることを条件として、貸与する修学資金の額

を増大することにより、より多くの優秀な人

材を確保し、本県の医療地域の充実に必要な

医師の養成および確保を図ります。

施設型給付費負担金
予算額 1,083 万円

医師修学資金貸与事業
予算額 4 億 9,680 万円

平成29年第1回定例会報告会



民進党茨城県議団

知事の政治姿勢について
アベノミクスによって、教育格差、雇
用格差、男女格差といった“格差”が

拡大したり、実質賃金が低下傾向にあるな
か、6期 24年にわたる橋本県政の評価、
また残された課題についてどのように取り
組んで行くのか伺います。

知事／本県における広域交通ネット
ワークの整備が進み、直近十年の工場

立地面積は全国第一位、農業産出額も全国第
二位の座を維持しております。24年間を振
り返ると、長引く景気低迷に加え、未曾有の
災害の発生など、県政を取り巻く環境は大変
厳しいものがありましたが、豊かさと住み
良さを兼ね備えた県として着実に発展して
きたものと考えております。今後は、グロー
バル化や人口減少が進む中で、地域の活力を
維持しながら、全ての県民がそれぞれの能力
を発揮できる「みんなで創る　人が輝く　
元気で住みよい　いばらき」の実現に向け、
全力で取り組んでまいります。

義務教育における少人数学級の推
進について

本県では全国に先駆け、平成 14年
度から小学校１年生を対象に少人数

学級を実施し、その後順次拡大してきまし
た。着実に成果が表れてきた少人数学級の
中学校全学年実施について、知事の御所見
を伺います。

知事／本県独自の少人数教育を小中
学校全学年で実施することが望まし

いと考えておりますが、国の加配措置の状
況や教員の配置などを考慮し、来年度は中
学二年生まで拡充したところであります。
今後、再来年度の中学校全学年実施に向け
て引き続き検討し、少人数学級の実現によ
り、学力のさらなる向上を図るとともに、
いじめ等の問題行動や不登校などの未然防
止・解消に努めてまいります。

子育て支援の拡充について
今後の保育需要をどのように考え、県
民にとって深刻であり、切実な問題で

ある保育所や放課後児童クラブの待機児童
解消などの子育て支援について、どのよう
に取り組み、拡充していくのか伺います。

知事／県では、各市町村が今後の保
育需要を推計して策定した「子ども・

子育て支援事業計画」を踏まえ、市町村
とともに待機児童の解消に積極的に取り
組んでおり、来年度は当計画の中間年に
あたるため、保育ニーズを改めて精査し、
必要な施設整備を促進するとともに、担い
手である保育士の確保に向け、求人・求
職のマッチングや保育士修学資金等貸付
事業の実施なども行っているところです。
また、放課後児童クラブについても、女
性の就業率の上昇や対象学年の拡大など
により、待機児童数が増加しているので、
計画的な放課後児童クラブの整備を促進
してまいります。

中小企業への支援について
県内の中小企業においては、人手不
足に加え、経営者の高齢化や事業承

継、開業率の低さなど、多くの課題に直面
しております。厳しい経営環境にある中小
企業に対し、どのように支援していくのか
伺います。

知事／中小企業を支援するため、県
では昨年３月に「茨城県産業活性化

に関する指針」を策定し、「果敢なチャレ
ンジとイノベーションによる活力ある産業
の形成と雇用の場の確保」を目標として掲
げ、各種施策に取り組んでおります。また、
新技術や新製品の開発支援、大手企業等へ
の技術提案などに取り組むとともに、工業
技術センターに設置した模擬スマート工場
を活用し、中小企業への IoT やロボット等
の導入を促進します。このほか、中心市街
地の活性化、海外展開への支援など、指針
に掲げる各種施策を着実かつ総合的に推進
することにより、本県中小企業を全力で支
援してまいります。

茨城県地域医療構想と次期保健医
療計画の策定について

茨城県地域医療構想の策定にあたり、
どのような点を重視したのか、また、

本県が抱える多くの課題を解消するため、次
期保健医療計画について、どのようなスケ
ジュールで、どこに重点を置いて策定して
いくのか伺います。

知事／茨城県地域医療構想は、「医療
機能の分化・連携」、「在宅医療等の

充実」、「医療従事者の養成・確保」の三つ
の柱を掲げ、策定したところであります。
次期保健医療計画については、特に、今後
需要の増大が見込まれる在宅医療等につい
ての体制づくりの促進、介護保険事業支援
計画との一体的な検討、地域医療の充実に
必要な人材の養成・確保等の議論を進め、
夏頃に骨子案を取りまとめ、年内には素案
を提示、来年３月末までに策定したいと考
えております。

ワーク・ライフ・バランス社会の
実現に向けた取り組みについて

仕事と生活の調和のとれた、暮らし
を豊かにする社会の実現が求められ

ています。働き方改革についてどのように
認識し、ワーク・ライフ・バランス社会の
実現に向けてどのように取り組んでいくの
か伺います。

知事／現在、国においては具体的な
事項計画が３月末に策定される予定

であることから、県でも茨城労働等と連携
し、働き方改革の実現に向け、これまで以
上に力を入れて取り組んでまいります。今
年度から11月をいばらきワーク・ライフ・
バランス推進月間と定め、「県内一斉ノー
残業デー」などを実施するとともに、県の
ホームページで企業の先進的な取り組みを
公表するなど、普及啓発によって気運の醸
成を図るとともに、女性が働きやすい環境
づくりに向けての助成もあわせて行ってま
いります。

3月1日、第1回定例県議会において、佐藤 光雄 議員が代表質問に登壇し、子育て支援、地域医療や保健医療、
少人数学級の推進、ワーク・ライフ・バランス社会の実現などについて幅広い質問が行われました。一部を
抜粋してご報告致します。

佐藤 光雄 議員が代表質問に登壇
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公共交通対策について
本県の交通対策室が設置されて十年、
本年４月の組織改正で交通政策課とし

て体制の強化を図る予定ですが、県として
今後どのようにして広域的交通ネットワー
クを構築するのか、また市町村における地
域内ネットワークの構築に対し、どのよう
に支援していくのか伺います。

企画部長／広域的な公共交通ネット
ワークに接続する地域内の公共交通

ネットワークの構築は、車を運転できない
高齢者にとっての利便性を高めるとともに、
全ての住民がマイカーに頼らなくても安全・
安心・快適に暮らすことができる地域づくり
の観点からも大変重要であると考えており
ます。県としては、市町村の取り組みを積極
的に後押しするとともに、助言や先進事例の
紹介を積極的に行い、県全体の公共交通ネッ
トワークの充実に全力で取り組んでまいり
ます。

保育施設等の広域連携について
今年度10月に保育所の待機児童は過
去最多の807名に達しました。女性

が働き続ける環境づくりのために、保育所、
病児・病後児保育、ファミリーサポートセ
ンターの広域連携を行うべきと考えますが、
知事の御所見を伺います。

知事／県内の保育所に関しては、す
でに全市町村での広域連携が実施さ

れており、さらに県境を越えた広域連携に
ついても、必要性の高い地域を中心に現在
21 市町村において実施されております。
また病児保育事業、ファミリーサポートセ
ンターなどについても、広域連携に取組む
事例などもでてきており、今後さらに市町
村間での広域連携が適正かつ円滑に行われ
るよう、課題などを共有しながら調整を
図ってまいります。

安定ヨウ素剤の配布について
原子力災害の際に、全面緊急事態に
至った時点で放射性物質の放出前に避

難するPAZ圏内の住民に対し、安定ヨウ素
剤の事前配布の促進と事前配布内に勤務す
る住民への対応などについての御所見を伺
います。

保健福祉部長／安定ヨウ素剤の事前配
布率は52.5％と、未だ半数の方が受

け取っていない状況のため、3月から開始
した追加の配布会では周知範囲の拡大にも
取り組んでおります。今後配布率を向上させ
ていくため、事業所内で配布会を行うこと
も有効ではないかと考えております。今後
とも住民の安全確保のため、地元自治体と
ともにPAZ圏内（東海第二原子力発電所か
ら約5km）での事前配布拡大とUPZ圏内
（東海第二原子力発電所から約30km）での
適切な配布体制の構築に努めてまいります。

医療人材の育成について
より多くの生徒が医学部を目指す体制
を整えることは、医師の本県への定着

を図るためにも重要なことであり、医師の
魅力ややりがいを醸成し、将来的に本県に
おいて医師になる生徒を育んでほしいと考
えますが、教育長の御所見を伺います。

教育長／県では平成 22 年度から、
いばらき版サイエンスハイスクール

事業を実施し、重点的に取り組んでまいり
ました。県内高校生の医学部進学者数は
年々増加傾向にありますが、現状では保
健医療計画の目標達成は難しく、さらなる
取組みが必要と考えております。いばらき
版サイエンスハイスクール事業が終了した
後も引き続き指定校・支援校における取組
みを継続するとともに、体験的な学習など
により、高校生の地域医療に対する理解を
深め、将来の地域医療を担う人材の育成を
図ってまいります。

病児保育の拡充について
県内で病児保育事業を行っている施設
は、平成28年度末見込みで36市町

村、110カ所となっていますが、設置され
ていない市町村への対応をどのように捉え、
今後どのように拡充させていくのか伺いま
す。

保健福祉部長／県内の病児保育は、
地元に連携可能な医療機関がないな

どの理由により、現在8市町村で未実施と
なっております。このうち4市町村は事業
実施に向けて具体的な調整を行っておりま
すが、残りの4市町村は現時点で調整が困
難であることから、県としては施設の相互
利用など広域的な事業の実施により、効率
的な運営が可能になるよう、複数の市町村
の連携による事業実施について働きかけて
おります。

口腔がん対策の推進について
本県でも増加傾向にある口腔がんの検
診に向けて、有識者や歯科医師会等に

よる検討会議を設置し、歯科医師の研修の
機会の確保、さらには住民の皆様への啓発
活動を提案しますが、保健福祉部長の御所
見をお伺いします。

保健福祉部長／県は、「がん予防重点
健康教育及びがん検診実施のための指

針」に基づきがん診療を行っていることか
ら、住民検診の中で口腔がん検診を推進す
るのは難しい状況にありますが、関係団体
と連携を図りながら、歯科医師に対する口
腔がんの早期発見に向けた研修実施につい
て検討していきます。県民に対する普及啓
発については、講演会や駅、大型商業施設
などにがんに関するリーフレット配布やパ
ネル展示を行っており、これらの機会を活
用するなどして、口腔がんの普及啓発にも
取り組んでまいりたいと思います。

3 月 8 日、第 1 回定例県議会において、二川 英俊 議員が一般質問に登壇し、公共交通対策、安定ヨウ素
剤の配布、病児保育の拡充などについて幅広い質問が行われました。一部を抜粋してご報告致します。

二川 英俊 議員が一般質問に登壇

3 月 21 日、第 1 回定例県議会において、設楽 詠美子 議員が予算特別委員会で、保育施設等の広域連携、
医療人材の育成、口腔がん対策の推進などについて質問・質疑を行いました。一部を抜粋してご報告致します。

設楽 詠美子 議員が予算特別委員会で質問・質疑
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農林水産委員会の審議状況

常任委員会の所属委員会が一部変更となり、新たな委員会での活動がスタートしました。第１回定例会で
3 月 13 日・14 日に開催された各常任委員会の質疑応答について、一部抜粋してご報告致します。

　　　　　高齢運転更新待ち長期化につ
いて

文教警察委員会
齋藤 英彰 委員

　　　　　ワーク・ライフ・バランスと
クルーズ船誘致について

防災環境商工委員会
二川 英俊 委員

土木企業委員会
長谷川 修平 委員
　　　　　維持管理予算の増額修正につ
いて

保健福祉委員会
設楽 詠美子 委員
　　　　　がん予防・検診普及推進事業
と公衆衛生医師について

　　　　　生活環境支援づくり事業と東
京オリンピックキャンプ誘致について

総務企画委員会
佐藤 光雄 委員

常 任 委 員 会 報 告

Q70歳以上に義務付けている高齢者講習で、75歳以上の27％
が2ヶ月以上待ち、5ヶ月以上の待ちも全国の12道府県に上る
という。少子化で教習所の余裕がないことや認知症検査の強化で
一層の混雑が予想されるが、本県ではどのような状況か。A皆藤
交通部参事官／昨年8月末日では、受講者が講習の予約をしてか
ら講習を受けるまで5ヶ月以上の受講待ちが75歳以上で289
人中17人、2ヶ月以上5ヶ月未満だと184人であった。75歳
未満では5ヶ月以上が143人中3人、2ヶ月以上5ヶ月未満が
78人。いちばん長い受講待ちは160日であったが、いずれの方
も更新手続きは期間中に完了している。

Qワーク・ライフ・バランス推進月間における宣言企業の個別項
目別の実施状況について伺いたい。A寺嶋労働政策課長／「県内
一斉ノー残業デー」実施事業所が1,320、県内以外の実施事業所
が450、また休暇取得キャンペーン期間中の休暇促進実施事業所
が326、育児や介護との両立支援実施事業所は674となっている。
Qクルーズ船のさらなる誘致に向けて、土木部との連携が必要と
考えるが。A梶原観光物産課長／来年度は大洗港区に「にっぽん丸」
が４回、常陸那珂港区「飛鳥Ⅱ」が２回寄港する予定なので、市
町村に対してどのようなおもてなしやイベントができるのか提案
いただいている。

Q維持管理に係る予算が十分でないことを重く受け止めてほしい。
また、予算を決める側は、このような声にきちんと耳を傾けてほ
しい。我々は地域の声を聞き、年末に予算要望という形で出して
いる。二元代表制の一方の声を予算というかたちで反映させなけれ
ばこういう事態になると重く受け止めるが、部長の御所見を伺う。
A澤田土木部長／この件に関しては、重く受け止めている。イン
フラに関する要望はいろいろ出ており、その要望にできるだけ応
えていくのが重要な役割だと思っている。維持管理は重要であり、
災害が起こる前の予防・準備も大切なので、どのような状況でも
きちんと対応できるよう、今後しっかりと取り組んでいく。

Q平成29年度新規事業のがん検診推進受診率向上対策事業が
3,800万円と大幅な増額になっているが、どのような経緯からか。
A下山田がん対策推進室長／平成28年度のがん予防・検診普及
推進事業とは別の事業であり、この新規事業については市町村と
企業が取組む受診率向上のための事業に県が補助するものである。
Q公衆衛生医師のなり手が少なく、保健所長の兼務が多くなって
いるが現状は。A松岡保健福祉部長／ほとんどの保健所で兼務が
なされている状況にある。公衆衛生を志す医師の育成・確保を目
指し、社会医学系の専門医制度が確立し次第、県をあげて取組む
ところである。

Q生活環境支援づくりのヒアリングでの、買い物、交通、医療機
関へのニーズに対し、具体的にどのような支援に取り組んでいく
のか。A前田地域計画課長／住民へのアンケート調査では、「車が
運転できなくなったら困る」との意見もあった。調査結果を反映し、
来年度は仕組みづくりや買い物支援等を実施していく予定で、市
町村が事業者を支援する場合は、県が市町村を支援していく。Q
東京オリンピックのキャンプ誘致について、どのように取り組ん
でいるのか。A工藤政策監兼地方創生室長／県では市町村との連
絡会議、県内施設の視察受け入れ、市町村の大使館訪問への同行、
多言語ホームページ、パンフレットの作成など、キャンプ誘致に
向けた取組みを進めている。

第1号議案「平成29年度茨城県一般会計予算」及び第48号
議案「平成29年度茨城県一般会計補正予算（第4号）」中農林
水産委員会所管事項とともに、「農業改良資金特別会計」、「林業・
木材産業改善資金特別会計」、「沿岸漁業改善資金特別会計」のそ
れぞれに係る平成29年度予算及び平成28年度補正予算、並び
に、第72号議案「県が行う建設事業等に対する市町の負担額に
ついて」、第73号議案「国及び県等が行う土地改良事業に対す
る市町村の負担額について」等の議案について、審査の結果、い
ずれもその内容を適切なものと認め、全会一致をもって、原案の
とおり可決すべきものと決定しました。29年第5号「主要農作
物種子法（種子法）の廃止に反対する請願」については、全会一
致をもって願意不適当と認め不採択とすることに決定しました。


